
第５１期 決算公告 

貸 借 対 照 表 

令和７年３月 31 日現在 

秋田県農協共済株式会社                              （単位：円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 452,313,225 流 動 負 債 12,913,778 

現金および預金 58,690,364 買 掛 金 376,657 

小 口 現 金 52,000 未払金（その他） 2,758,960 

代 理 店 預 金 474,590 未 払 法 人 税 等 5,061,400 

定期預金（3ヶ月超） 390,000,000 未 払 消 費 税 等 1,752,600 

売 掛 金 1,545,252 前受金（その他） 93,059 

商 品 789,208 代理店勘定（損害） 474,590 

貯 蔵 品 449,040 預 り 金 27,949 

立 替 金 0 賞 与 引 当 金 2,368,563 

前払金（その他） 297,000 固 定 負 債 48,431,030 

未収入金（その他） 15,771 預 り 敷 金 8,912,260 

固 定 資 産 22,217,749 退職給付引当金 39,518,770 

有 形 固 定 資 産 3,625,172 負 債 の 部 合 計 61,344,808 

建 物 附 属 設 備 3,405,380  

減価償却累計額（建附） △2,858,627 

構 築 物 1,020,000 

減価償却累計額（構築） △1,019,998 純 資 産 の 部 

車 両 運 搬 具 3,957,499 株 主 資 本 413,186,166 

減価償却累計額（車両） △1,905,172 資 本 金 40,000,000 

工 具 器 具 備 品 16,925,500 利 益 剰 余 金 373,186,166 

減価償却累計額（工具） △15,899,410 （その他利益剰余金） 373,186,166 

無 形 固 定 資 産 1,140,280 修 繕 積 立 金 15,000,000 

電 話 加 入 権 1,140,280 税効果調整積立金 13,767,051 

投資その他の資産 17,452,297 別 途 積 立 金 45,500,000 

長期貸付金（従業員） 2,623,200 繰越利益剰余金 298,919,115 

繰延税金資産（固定） 14,829,097 純 資 産 の 部 合 計 413,186,166 

資 産 の 部 合 計 474,530,974 負債・純資産の部合計 474,530,974 

※当期純利益：13,679,700 円 

 



 

 

 

秋田県農協共済株式会社 

 

個 別 注 記 表 

 

Ⅰ 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

１．資産（棚卸資産）の評価基準及び評価方法 

（１）貯蔵品 先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

（２）商品  先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法により算定） 

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

   定率法。 

   なお、耐用年数および残存価格については法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

   定額法。 

   なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっています。 

 ただし、自社利用のソフトウェアについては社内における利用可能期間（5年）に基づいています。 

３．引当金の計上基準 

（１）賞与引当金 

社員に支給する賞与に備えるため、将来の支給見込額のうち当期対応分を計上しています。 

（２）退職給付引当金 

社員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められる額を計上しています。 

４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

（１）消費税等の会計処理 

消費税等については、税抜経理方式によっています。 

 （２）リース取引に関する会計処理 

    リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引につい 

ては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理を行っています。 

Ⅱ 株主資本等変動計算書に関する注記 

当期末における発行済株式の数 

普通株式    4,000 株 

 

 

 

 


